
小売業 から見たショッピングセンターの現状と将来 

―集積業態と、個別業態― 
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はじめに 

流通の最終段階として、消費者との接点の役割をする小売業界は、様々な新業態を生みなが

ら成長してきた。小売業界を考える上で、集積業態は欠かせないものであり、その中でもショ

ッピングセンターは集積業態の最新形態として登場し、人気を博している。 

しかし近年、ショッピングセンターの成長はとどまり、テナントで勝負するショッピングセ

ンターは、ショッピングセンター間でテナント画一化が進み、立地においても飽和状態であり、

今後の成長は期待できない。しかも、小売集積業態は、法律の規制と緩和により業態の成長が

大きく左右されてしまいがちで、２００７年に実施されたまちづくり法改正によって、ショッ

ピングセンターは郊外への出店が制約された。これにより都市の中心部が注目されているが、

都市の中心部への新たな開発は空き地がほぼない状態なので、新たに開発可能なところには限

りがある。 

今回本稿の執筆にあたっては、テナントの画一化と立地の飽和状況、法律の規制などがショ

ッピングセンター業界を厳しいものとしている中で、小売集積業態の歴史や変遷から、ショッ

ピングセンターの生き残り方と、魅力あるショッピングセンターづくり戦略などを考え、それ

に対する研究成果を示すことを目的とし、これをテーマとした。 問題解決の手法は、文献やデ

ータ集を扱うだけでなく、実際に小売業界やショッピングセンターにヒアリングに行き、文献

などで文字化されていない生の情報を元に分析することを心がけた。 
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第１章小売業界 

１－１小売業の定義 

小売とは、生産者（メーカー）や卸売業者から買った（仕入れた）商品を消費者に売ることで、流

通の最終段階として消費者と商品の接点となる役割を担っている。消費者に必要な商品の品揃えと、

適正な価格で販売することが求められる。また小売業は、生産者や卸売業者への情報伝達機能も担い、

地域社会において社会的なコミュニケーションの場の役割も果たしている。代表的な業態としては、

百貨店、総合スーパー、コンビニ、ショッピングセンターなどが上げられる。  

 図１－１ 

市場規模を見ると、図１－１を見てわかるように、小売業界は平成１７年から約１３５兆円で横ば

い状況である。直近では、日本の平成２３年の小売業界の市場規模は134兆420億円であり、前年に比

べ減少した。 

小売業界の変遷は法律と密接な関係があり、それを示したものが図１－２である。 



図１－２ 

小売業は、法律（大店法）と経済成長に影響され、業態が発展、衰退してきた。（百貨店→総合ス

ーパー→コンビニ→SC＆専門店） 

１９０５年、陳列販売、定価販売、掛け値なしなどのイノベーションを起こして、百貨店は登場し

た。しかし１９３７年の百貨店法により、百貨店が法規制によって規模拡大に悩むこととなる。百貨

店が成長に悩む中で、総合スーパーは多品種の商品を大量仕入、大量販売する方式で、経済成長期の

日本の消費者の要求を満たした。だが１９７４年の店法によって大規模店舗が規制されることとなり、

総合スーパーに対する規制も強化されたのがきっかけで、コンビニが登場し成長を見せる。また８０

年代後半から９０年代にかけて、多様化する消費者のニーズに対応した専門店（家電量販店、ドラッ

グストアなど）登場するようになった。その後、１９９４年の大店法の緩和により、ショッピングセ

ンターが活性化され、成長を見せる。しかし２００７年に改正まちづくり３法により、ショッピング

センターの新規開発がまたもや制約され、これまでのような開発は難しいと見込まれる。 

 

 

１－２ 小売歴史  

小売業には集積業態があり、これから市場や百貨店、GMS、SCなどの小売業の中の集積業態を見て

いくのだが、まずは歴史を見る前に集積業態の誕生の理由を見たい。 

小売業の集積業態が登場した社会的な背景には、交通の発達がある。最初に登場した市場（いちば）

は徒歩圏内で、百貨店は電車の発達によるもの、郊外 GMSや SCはモータリゼーションにより発達し

た業態だ。集積業態の誕生理由を顧客側から考えると、同じものを扱う店が複数存在することで比較

購入が可能であり、便利さの価値により生まれた。店側から考えると、集客力効果が期待できるので、

集積業態が生まれると考えられる。 

 

次に、小売業の歴史を、集積業態を中心に振り返り、特徴を分析したい。 

＜市場＞ 

まず市場の歴史から見ると、日本における商品交換は当初は物品貨幣を利用することで始まる。7



世紀後半から富本銭、和同開珎が登場するが、財政のためのものであり、民間商人というのはまだ存

在しなかった。 その後商人が小売業の最初段階として登場する。鎌倉時代になると各地方で商業が

活発になり、定期市場が現われ、地域のコミュニケーション場としての機能も持つようになる。  

室町時代になると常設店舗も現われ始める。近世より都市では、巨大な消費階級である武士に対する

定住市場が登場し、それが商店街を形成するようになる。 

＜百貨店＞ 

集積業態では、百貨店登場以前に商店街があるが、商店街は多くが企画されたものではなく自然に

誕生したものなので、今回は省略して企画されて作られた集積業態を中心にみていく。百貨店は、老

舗呉服屋が経営難に陥り、欧米の百貨店を見習い形成された小売業で、今回は百貨店を集積業態の最

初として考えたいと思う。 

１９０５年の三越のデパートメントストア宣言により日本初の百貨店が登場する。 百貨店が生ま

れた社会的な背景としては、消費社会と顕示的消費があると考えられる。まず、都市化が進んだこと

により、匿名性が高く人見知りがない中で、自分のステータスを表すための消費を求めるようになっ

た。 それにより消費者は、必需品だけではなくコミュニケーションのための消費をし始めることと

なった。社会的背景に合わせて、百貨店は買い物の目的だけではなく、社交の場、遊びの場、西洋文

化啓蒙の場の意味を持つ。 

百貨店のイノベーションとしては、陳列販売、定価販売、多様な品揃えなどが上げられ、比較購入

を可能にさせたのが最大の特徴である。また、出入り自由、様式簿記、児童博覧会、活発な広告やマ

ーケティングなどの西洋文明を取り入れたイノベーションが行われた。 

関東大震災以降、鉄道系の会社が百貨店業界に進出し、 既存の呉服屋で取り扱わなかった日常用

品を販売したことで、百貨店のターゲットが大衆層へと広がるようになった。 

百貨店業態は、法律規制により大きな変化がもたらされてきた。零細小売を保護するため、百貨店

を規制する法律が 1937年と 1956年２回施行され、売り場面積と営業時間が規制されることになる。 

百貨店の歴史をまとめると、電車の発達により遠方からの来店が可能になったことで、百貨店は集

積業態として初めて広い商圏を持つようになる。また、西洋文化を世の中に広め、時代の流行を作る

役割を果たしたため、都市の中心部、地方の中心部に立地している。 

 

＜GMS＞ 

百貨店の後で登場した GMSを見てみよう。 

1956 年に実施された第二次百貨店法により、百貨店の新設・拡張・販売方式などが規制されるよ

うになる。そこで、1956 年小倉「丸和フードセンター（現丸和）」が大規模店舗でのセルフサービ

ス低価格販売を開始したことで、GMSの前身が登場する。また 1957 年には、現在のダイエーが大栄

薬品工業として登場する。 

GMSは、サラリーマン世帯の所得増加や日本人一人当たりの平均所得向上などの社会背景の中で、

アメリカの GMS方式を取り入れ、店舗、組織、流通の三点で効率化を図り、日本で定着する。具体的

な効率化方法を見ると、まず店舗の効率化は、セルフサービスにより人件費を削減する。次にチェー

ンオペレーション方式を取り入れ、財務、総務の間接部門の経費比率を圧縮することで、組織の効率

化を図る。さらに衣食住を揃えることで、これまで見えなかった消費者のニーズを可視化した。また、

一括購入により仕入れ価格を抑え、消費者に安い値段で販売することが可能となった。それによって、

流通の効率化を実現したのである。このような効率化を行い、初期の GMSは、住宅街と中心市街地で

立地し、徒歩や自転車での来客を想定して比較的小さい商圏を取りながら、成長していく。その後、

モータリゼーションと郊外 SCの登場により、GMSが SCに進出し、遠方からの来客を想定した、郊外

に広い商圏を狙う GMSも多く現われるようになる。 

しかし GMS間の過当な競争や零細小売業者の反発により、1974 年大型店舗が規制する大店法が施

行され、GMSは成長が制約される。 

GMSは、新鮮食品を含めた日常用品をおもに提供するため、比較的狭い商圏を取っている。 

 

＜コンビニ＞ 

コンビニは百貨店、GMSが大店法により規制される中で、多頻度、小ロット、高精度をコンセプト

に 1974年にセブンイレブンがオープンし、日本に登場する。 

フランチャイズ方式を取り入れ、既存の大型集積小売業態に反感をもっていた零細小売業者との共

存を図った。 



コンビニの革新的な面は以下のようなものが上げられる。初期は２４時間営業ではなかったが、他

の小売に比べ長時間営業したことや、小さな店舗で小商圏を想定したこと、２４００～３０００点の

多くのアイテムを扱うことで消費者に便利さという価値を与えて成長していく。 

コンビニは地域密着で近所に便利さを提供するので、商圏は小売りの中で最も小さく、また立地は、

零細小売りが存在するところとほぼ同様にしてカバーしているので、都心部だけではなく、地方の街

などどこにでも見られる。 

 

＜ショッピングセンター＞ 

ショッピングセンターは法律の規制と緩和、またモータリゼーションにより発展してきた。 

モータリゼーションにより小売の郊外需要が高まる中で、大店法規制が存在したため、郊外におい

て 1000㎡以下の SCが登場することから始まる。1980年後半から 1990年初期にかけて、大店法が緩

和され郊外に大型 SC設立が可能になったことで、郊外 SCの数が増加し続け、乱発するようになる。

しかし２００７年に改正まちづくり法が実施され、再び郊外の大型店舗が規制されるようになった。

下の図の赤い丸部分が改正まちづくり法実施された２００７年で、２００７以降、郊外 SCオープン

が減っているのがわかる。 

ショッピングセンターは、モータリゼーションにより登場し成長した郊外型と、都市の駅中心と周

辺に発達した電車による都心型など、都心から郊外まで幅広く存在する。集積業態の集合系として、

ひとつの建物にキーテナントとして百貨店や GMSなどのさまざまな小売が存在し、ターゲットが広い

ものが多く、それによって商圏が広いのが特徴的である。 
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図１－３ 

 

１－３小売業の業態分析（立地×商圏、歴史） 

① 百貨店 

百貨店の市場規模を見ると、２０００年から１０年の間年々減少しており、２０１０年の売上高は

62921億円である。売上減少の理由としては、ショッピングセンターの増加、不景気、ユニクロ、H&M

などのファストファッションの好調が上げられる。不採算店舗の閉鎖と百貨店統廃合が進んでおり

（西武有楽町、新宿三越アルコットなど）、集客力が高い主力店舗は増築を行っている（三越銀座、

大阪三越伊勢丹、大丸梅田）。 

百貨店の立地と商圏を表して図１－５を見るとわかるように、百貨店は約８０km を商圏で、SCに



も入店していて、都心部に主に立地している。また地方の駅付近にも存在し、広く商圏を取っている

と考えられる。しかし広く商圏を取っているにも関わらず、売り上げが伸びてないのが現状である。 

図１－４ 
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GMS

図１－５ 

② 総合スーパー 

総合スーパーの売上高は、１９９９年から２００７年にかけて年々減少し、２００７年の売上高は

74467億円である。衣料品と家電などの専門店にシェアを奪われていると考えられる。ドラッグスト

ア、ディスカウントストアが食品の取り扱い拡大したことにより、競争が激しくなっている。業態の

動向としては、セブン＆アイグループとイオングループの2強体制であり、どちらもPB商品の拡大に

力を入れている。 



商圏は平均１０kmで、立地としては郊外から近年は都心部まで幅広く展開している。日常品を扱っ

ており、近年ディスカウントストアと、ホームセンター、郊外ドラッグストアなどと価格競争を繰り

広げており、ショッピングセンターに出店することで生き残りを図っている状況である。 

図１－６ 

×

GMS

図１－７ 

③ コンビニ 

コンビニの売上高は２０１１年に86,768億円で、２０００年から２０１１年にかけて伸び続けてい

る。店舗数も、大手４社合わせて伸びている。しかしコンビニ業界では、５万店舗を飽和点となるの

ではないかと見られており、２０１０年に約４万２千店舗になったことから、まもなく飽和状態にな



ると予想されている。近年コンビニ業界は、飽和状況が見込まれる店舗拡大に代わり、ターゲットの

拡大に焦点を当てている。図１－９と図１－１０を見るとわかるように、既存の３０代～４０代の男

性ターゲットから、高齢化に合わせて中高年へのターゲット拡大を図っている。業界の特徴としては、

店舗規模に比べ取扱品多く（平均2,500）、コンビニ業界は上位5社で市場の80%程度を占める寡占市

場である。 

コンビニの商圏は５００m で、商圏は狭いのだが、地域密着により多様なターゲットに対応してい

る。立地は、都心から郊外まで幅広くカバーしている。 

 

図１－８ 



図１－９ 

図１－１０ 
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図１－１１ 

④ 家電量販店 

家電量販店の売上高は、２００８年から２０１２年にかけて横ばい状況で、２０１１年に伸びを見

せているが、これはエコポイントの効果によるもので、一時的なものと言える。業界の傾向としては、

郊外ロードサイド型（ヤマダ）と大都市駅前型（ビッグカメラ）二つのパターンから、近年ヤマダ電

機が大都市駅前型への出店攻勢を行い、両者の垣根は崩れつつあることが上げられる。また、集客力

を生かし、酒類、書籍、医薬品、化粧品、眼鏡、ゴルフ用品、スポーツ用品などの取扱商品の領域を

拡大している。 

家電量販店は郊外から都心部まであるが、郊外に立地する店舗は消費者が家の近くに家電量販電が

あっても、豊富な品揃えと価格比較のために都心に行く人も多く、商圏としては郊外よりも都市部の

方が大きいと言える。 



図１－１２ 

×

図１－１３ 

⑤ ドラッグストア 

ドラッグストアの売上高は２０１０年に56,308億円で、２００２年から２０１０年にかけて順調に

増加し、店舗数も一店舗当たり売上高が伸びつつある。また図１－１６を見ると、２００２年から２

０１０年にかけて店舗規模別割合が６０坪以下は減少し、３００坪以上は増加していることがわかる。

これは出店の郊外へのシフトが考えられる。ドラッグストア業界は、上位５社のシェアが２５％未満

と寡占度が低く、近年図１－１２にようにM&Aが活発に行われている。また、2009年6月以降の薬事法

改正により医薬品販売規制が緩和され、異業種からの参入障壁が低くなり、競争が今後激しくなると

考えられる。また都市部での立地が飽和し、郊外への進出が増加したため、店舗の大規模化が進んで



いると見られる。郊外では、薬、化粧品だけではなく新鮮食品以外の食品まで幅広く取り扱うところ

が多い。 

ドラッグストアは、新宿などの都市に密集して商圏が小さなものと、郊外に新鮮食品以外の商品を

扱っている郊外型と二つのパターンがある。 

 

図１－1４ 

図１－１５ 



図１－１６ 

図１－１７ 
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図１－１8 

⑥ ホームセンター 

ホームセンターの売上高は２０１０年に38450億円で、２００５年までは伸びてきたが、２００５

年以降は減少している。売上が減少している反面、店舗数は１９７３年から２０１０年まで伸び続け

ている。また変化がほぼない店舗数に比べ、経営企業数は減少しており、寡占化が進みつつあると考

えられる。（図１－２０参考、市場の寡占度：上位8社でシェア50%以上。）業界の特徴としては、店

舗形態は郊外での大規模店舗での展開が中心であり、これは大型の商品も多いためだと言える。駐車

場がどこも十分に完備されているのもこのためである。 

ホームセンターは郊外に位置し、商圏は郊外ドラッグストアと重なる部分が多く、比較的狭い商圏

で様々な業態と競争している。 

 



図１－１9 

図１－20 
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第１章のまとめ 

小売業は、法律の規制（大店舗）と経済成長や景気とともに、百貨店から総合スーパー、コンビニ、

ショッピングセンターの流れで、業態が発展、衰退してきた。 

消費者のニーズの多様化により、ドラッグストア、ホームセンターなどの多様な業態が生まれたが、

時間が経つにつれて、斬新さがなくなってしまっている。そこで、ドラッグストア、ホームセンター

が新鮮食品以外の食品を扱うなど、総合スーパーと競争するようになった。このようにして、異業態

間で扱う商品が似てきており、差別化できなくなってしまっている。  

小売りの商圏と立地をまとめた図１- ２２を見ると、業態の画一化により、ホームセンター、郊外

型ドラッグストアは、ほぼ同じ商圏と立地で競争していて、価格競争の手段だけでいかに売上を上げ

るかに注力している。 

小売の中では、コンビニだけが狭い商圏でターゲット拡大とサービス革新により成長し続けている。 

小売業界は、商圏と立地という切り口で空いているスペースに進出してきたが、商圏が似てきてし

まっている。これからは、立地と商圏だけでは勝負し難いのではないかと考えられる。 
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図１- ２２ 

  



 

第２章ショッピングセンター 

２－１ショッピングセンター定義＆特徴 

ショッピングセンターとは、ひとつの単位として計画、開発、所有、管理運営される商業・サービ

ス施設の集合体 で、駐車場を備えるものである。 

（ショッピングセンターを以下からは‘SC’訳して表示） 

SC取扱い基準としては、日本ショッピング協会が定めた以下の条件がある。 

① SCは、ディベロッパーにより計画、開発されるものであり、次の条件を備えることを必要とする。 

② 小売業の店舗面積は、1,500m2 以上であること。 

③ キーテナントを除くテナントが 10店舗以上含まれていること。 

④キーテナントがある場合、その面積がショッピングセンター面積の80％程度を超えないこと。但し、

その他テナントのうち小売業の店舗面積が1,500m2以上である場合には、この限りではない。 

④ テナント会（商店会）等があり、広告宣伝、共同催事等の共同活動を行っていること。 

２０１０年１２月末まで、総SC数は３０５０箇所あり、総テナント数は149,420店である。 

SCの総売上高は、図２－１を見れば、１９８０年から成長し続け、２００１年からは、若干の変動

はあるが、横ばい状態で、2011年の売上高は( 推計)  27 兆4,398億円である。 

地域別オープンSC分布推移をみると、順調に伸びてきた郊外地域のオープンが２００７年以降減少

している。これは、改正まちづくり3法実施により、郊外に新しく許可を受け施設をたてることが難

しくなったのが背景で考えられる。周辺地域は、郊外地域開発が制約されたので、周辺地域への開発

需要が伸びている。 

 

図２－１ 



図２－２ 

 

２－２プレーヤー分析 

① 都市部立地ファッションビル 

都市部立地ファッションビルの売上高は、企業によっては、横ばいか減少している。特にファッシ

ョンビルの体表とされるSHIBUYA１０９は２００８年から売上高が減少している。 

パルコのテナントマネジメント特徴は、まずビル一棟テナント123店すべてにおいて「109」コンセ

プトで統一したことだ。また、既存の成功ブランドを決して入れないことで、「新しいブランドが生

まれる場所」というブランドイメージを顧客へ認知させる。さらにテナントは1年間で半分近くを入

れ替えて新鮮さを保つ。ターゲットをティーン世代に性格を明確にすることが特徴だ。 

都市部立地 ファッションビルは、百貨店よりは、商圏が広くないが、首都圏駅周辺と地方都市、

首都圏近郊へ立地している。 



図２－３図 

図２－４ 
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図２－５ 

② 都市部立地駅ビル 

都心部立地駅ビルは主に都市のターミナル駅や駅周辺に存在するSCを表す。駅ビルの代表的存在で

あるルミネとアトレを見ていきたい。 

まず図２－６をみると、ルミネの場合は、２００６年までは成長し続けたが、２００７年からは横

ばい状態だ。各店舗別売上高をみても全体的に２００７年以降横ばいか若干減少している。 

ルミネの特徴は、２０～３０代がメインターゲットにし、競合相手（百貨店）との差別化や、目的

来店性と集客力アップはかる。また、ファッションビルとしてのイメージアップのため、有力セレク

トショップの誘致し、集客効果が全体に波及させる。ルミネカードの会員を広め、顧客を囲い込み、

顧客データとリピータを作っている。（０７年まで会員数１００万人。女性比率９０％、売上に占め

る利用率２４．５％。 ） 

ルミネの最大の特徴はテナントマネジメントである。既存のSC業界が不動産的管理発想だが、ルミ

ネはテナント戦略で事業を行っている。１年に平均１５％テナント入れ替え、６年で全館テナント入

れ替えることになる。店舗構成は、７割は安定的確保できるショップで、２～３割は希少性や特色あ

るショップを入れて、個性をだす。さらにトレンドを生み出すため新ブランドと新人育成する。 ま

た、テナントに対して、入店前研修、店長研修、ルミネスト大会などを行い、各テナントサポートし、

ルミネ全体のイメージアップを図る。 
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次はアトレを分析したい。 

図２－８をみると、アトレの売上高は順調に伸びていて、店舗数も増加している。アトレは改装に

よる話題性を創出する。２００５年 大森店アトレ化リニューアル、目黒店１アトレ化リニューアル

し、２００６年 亀戸店アトレ化リニューアル、２０１０年 吉祥寺店アトレ化リニューアル、２０

１０年 松戸店アトレ化リニューアル、川崎店アトレ化リニューアル、取手店リニューアルしている。

これは、既存にJR東日本の子会社が持っている駅ビルを、JR東日本SCのなかで業績がよいアトレが引

き取り、アトレ化することで、業績改善を図っているからである。 



アトレのターゲットは２５～３０代の女性で、ライフスタイルの提案をコンセプトにしている。ア

トレはテナント管理にも力を入れていて、顧客の意見をデータベース化し、全店に共有する。また、

月に１回、店長会議行う。ビル管理も充実していて、２００４年からマーケティング開発部つくり、

マーケティング推進している。また、駅立地にあわせて様々なビルのイメージを作る。（地域特性反

映） 
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図２－１０をみると、都市部立地駅ビルはルミネ（新宿、横浜）のように百貨店と同じ商圏で競争

する図の右上のものと、アトレやルミネの川越や荻窪のように、都市近郊か希望が小さい駅ビルと二

つのパターンに分かれている。駅が位置している地域によって品揃えとターゲットを変化して対応し

ている。 

×

図２－１０ 

③  都市部立地オフィス一体型 SC 

都市部立地オフィス一体型SCは、ランドマークプラザ、丸ビル、新丸ビルのようにオフィス一とテ

ナントが一つのビルに入っているSCをさす。 都市部立地オフィス一体型SCは各SCが開店してから、

時間が経つにつれて売上高が減少する傾向がある。 都市部立地オフィス一体型SCは、オープンした

初期には、注目を集め、遠くから客が来るので、商圏が広いが時間が経つと遠方からの人は少なく、

ビルのオフィス一や周辺の人をメインにするようになり、商圏が小さくなる特徴がある。 
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図２－１２ 

④ 都市部立地駅前大型 SC 

都市部立地駅前大型SCは、川崎のように複数の鉄道が通り、人の往来が多い駅前にある大型SCをあ

らわす。これに該当する代表的なSCがラゾーナ川崎プラザである。図２－１３をみると、当SCは2006

年の開業以来、単独施設売上高が成田国際空港に次いで第2位で、売上高約690億円だ。一般のSCが、

オープン以来売上高が落ちる傾向があるが、当SCは横ばい状態を維持している。当SCの特徴は体験が

でき、楽しめる空間づくっていて、駅への直結部分にSCの核として直径約60mの広場をもうけて 無料

ライブを精力的に開催し、“そこでしかできない体験“を提供してリピート利用を押し上げている。

  



都市部立地駅前大型SCは商圏が広く、都心と地方の真ん中に立地していて、当SCのテナント構成も

都心部のエンタテイメント性と地方の地域密着性の特徴両方持っている。 
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図２－１４ 

⑤ 近郊立地ショッピングモール 

近郊立地ショッピングモールは近郊に立地している大型SCで、代表的な施設としては‘ららぽーと’

がある。 

図２－１５をみると、ららぽーとは三井不動産が運営していて、売上高は２０１０年に222400百万



円と、年々伸びているが、ららぽーとの核施設ごとにみると全体的に横ばい状態である。しかしなぜ

売上高が伸びているのかというと、それは既存施設の増床やキーテナントの変更または新しい施設の

オープンによるものである。（図２－１７参考） 

ららぽーとは三井不動産が運営している施設であるため、商業施設の開発戦略が他のSCと違う。 

工場跡地や農地などの大規模な再開発を行える場所に設営し、商業施設を中核として街づくりを行う。

単に、オフィスビルやマンションを作るだけではなく、魅力的な商業施設を作ることで、その街の土

地全体の付加価値を上げる役割をSCが担う。 

テナントマネジメントにも特徴がある。2～3年前後が一般的である駅ビルとは違い、物品販売のテ

ナントの契約年数は6年で、飲食部門は6～9年が標準である。息の長いテナント育成する。年間のテ

ナントの入れ替わる割合は5%程度だ。固定化されたテナント構成だが、テナントの新鮮さを保つため

に、テナントに特別な店づくりを求める。たとえば、来店客に目新しさを感じさせるため、チェーン

店であっても陳列方法、商品構成において他と違うものを求める。 また、ららぽーとならではの無

名ブランドを育てて、魅力あるテナントを作り、他施設との差別化をはかる。 

立地と商圏のマトリックスをみればわかるように、立地は郊外で、商圏は地域住民だけではなく、

比較的に広く持っている。 
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図２－１８ 

⑥ 郊外立地アウトレットモール 

アウトレットモールの市場規模は図２－１９をみるとわかるように、年々伸びていて、２０１０年

の売上高は5770億円に達している。市場規模伸びの要因は、新規アウトレットモールの開業や既存施

設の増床によるものである。  

三菱地所の子会社が運営するチェルシージャパンのプレミアムアウトレットと三井不動産が運営す

る三井アウトレットパークの各施設の売上高を表したグラフが図２－２０と図２－２１である。 

まず、プレミアムアウトレットをみるとほとんどの施設が横ばいだが、神戸三田だけが伸びている

これは、2009年12月に大規模テナント増床を行ったためである。 

三井アウトレットパークもプレミアムアウトレットと同様に丸い赤で囲んだところが増床を行った

時期で、増床が売上高の伸びに影響を与えている。 

結局アウトレットモールも既存店舗の売上を伸ばす手段として、他のSCと同様、増床を行っている。 

アウトレットモール業界動向の一つが、市場の飽和状態だ。かつてはモール数の増加に比例して成

長してきたため、同じタイプのモールを各地に作ってきた。そのため同商圏内に複数のアウトレット

が併存する状態になった。  

それをよく表すのが北海道の事例だ。2005年、千歳アウトレットモール・レラ開業し当初は道内最

大規模で、人気を博すが、2010年、三井アウトレットパーク札幌北広島開業したため、千歳アウトレ

ットモール・レラにあったアルマーニ、ディーゼルなどの海外有力ブランドが、三井アウトレットパ

ーク札幌北広島へ移転してしまったのだ。そのため、レラは当初の高級路線からカジュアル路線へ変

更を余儀なくされた。  

また、最近アウトレットの限界が見えつつある。本来、アウトレットは郊外で正規店の在庫品を安

く販売していて、多くのメーカーにとって、在庫をイメージ良く処分できる有力なチャネルであった。

しかし、バーゲンセール時期が重なったり、近郊、都心部地域にアウトレットモール誕生したりした

ため、都心の百貨店とのブランドが同質化してしまった。また、モール数の増加によって、十分な在



庫品を回せなくなったため、アウトレット専売品が増加した。生地や縫製のコストを落として専用商

品をつくるため、ブランドの信頼性を下げる危険性がある。  

アウトレットモールの立地は、広いスペースと、都心の百貨店と離れる必要があるため、SCの中で

最もの郊外にあり、商圏は、アウトレットを目的に遠方からの人を狙っているため、SCの中で最も広

い。 
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図２－２２ 

２－３プレーヤー分析 

２－２では、SCが存在している地域を基準として SCを分けてみて、SCの商圏と立地の関係をみて

きたが、今回は、SCを運営する会社を、会社の属性別にみて、何を目的に SCを運営しているのかみ

ていきたい。 

① 小売専業独立系 

小売り専業独立系のプレーヤーとしては、完全独立しているマルイ、パルコ、モアーズなどと、

GMS系列のセブン＆アイ・ホールディングス、イオン、ビブレ、OPAがあるが、ここでは、完全独立

系は省略して、GMS系列をみていく。 



GMSを代表する企業としては、セブン＆アイ・ホールディングスとイオンがあるが、SCと GMSに力

を入れているイオンの事例をみてみたい。 

イオンが SCに参入した理由としては、収益・利潤獲得目的があると考えられるが、セグメント別

図 2- 23 を見ればわかるように、ディベロッパーのセグメントが占める売上高は小さいので、SC事業

による収益獲得だけが SC運営の目的ではないのがわかる。GMSの発展と事業展開をみてみると、１

章でも述べたように、1970年代は徒歩、自動車圏内を商圏とした小さい規模で展開する箱型 GMS（ダ

イエー、 ジャスコ、ヨーカドー、ユニー） が一般的であるが、その後、車社会、郊外開発の進展

により、郊外の消費を一手に担う SCが重要性を増し、郊外 SCが大量登場する。消費を一手に担う

SC の登場によって箱型 GMSはキーテナントとして、その中に取り込まれることとなる。そこから考

えられる小売の GMS系列会社が SCに参入した理由は、 SC内でキーテナントとして、GMSを展開する

ことで、GMS業界において、優位性を維持する目的があるのがわかる。SC自体の運営による利益を追

求するだけではなく、SCの中で GMSを運営することで、GMS業界において優位性確保を図るのだ。 
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②  鉄道会社運営系  

鉄道系企業の代表的な存在である JR の SC（ 駅ビル）事業参入背景から、鉄道企業の参入目的を

みてみよう。参入理由として考えられるのは、少子・高齢化に伴う乗降客の減少、長引く不況による

乗客の交通費節減と他鉄道や航空業界を含めた運輸業界での熾烈な競争がある。さらに JR の場合は、

旧国鉄時代から引き継いだ過剰人員の吸収するために駅ビル事業にもっと本格的に参入するようにな

った。  

しかし、JR 東日本の売上高内訳をみると、駅ビル事業の割合は、少なく、ほとんど運輸業により

収益を得ている。民営化されてから駅ビル事業を強化したのは間違いないが、駅ビルで期待されてい

るのは、収益よりは他の理由があるのではないかと考えられる。JR 東日本は、駅ビルなどの生活サ

ービス事業に注力することで、沿線の価値を高め、乗降客数を増やそうという思惑があるのではない

かと考えられる。運輸業が最大の収益源ではあるが、運輸業を取り巻く環境は、ますます厳しくなっ

ている。こういうなかで、沿線の価値を高め、収益を維持するための手段として、魅力ある SCを作

って、他社（鉄道） との差別化と優位性を図っている。 

 



 図２－２４ 

 

③ 不動産会社運営系  

三井不動産や野村不動産などの不動産会社の SC運営目的は、SCなどの商業施設をコミュニティー

の核としてその地域に根差した 「街づくり」を目指すことだ。単にオフィスビルやマンションを作

るのではなく、その街の土地全体の「付加価値」を上げることが SC運営の最大の目標だ。 （図２－

２５参考） 

 実際三井不動産のインタービューから、周辺に住んでいる人に最適で、魅力ある SC を作り、混

雑・騒音・渋滞より大きな便利さの価値を与え、魅力ある街づくりを狙う。魅力ある SCをつくるた

めに、売れるものを扱うテナント（高利益率商品）と、常に需要のあるものを扱うテナント（生活的

商品）をバランス良くミックスする。また、ラグジュアリーばかりになってしまった百貨店に代わり、 

SCの中に広場、憩いの場、おしゃれなお店、屋上農園もうけ、 新たな井戸端会議の場としての役割

も果たす。 地域イベント、発表の場の提供しコミュニティーを生みだすことで魅力ある SCを作って

いることが明らかになった。 
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＜SCのまとめ＞ 

SC全体としては2000年以降横ばい傾向だ。ファッションビルは横ばいか減少傾向で、好調だったル

ミネ、SHIBUYA109も伸びとどまる。オフィス一体型SCは、開業をピークに商圏が縮小化する。 ただ、

川崎ラゾーナのような駅前再開発による大型ショッピングモールは好調だ。近郊地域には大規模なシ

ョッピングモールが登場している。また、アウトレットモールは普及、拡大し、施設数は増加してい

て、売上高に関しても、横ばいを維持し続けている。都市部立地、駅前立地は強さを見せるが、近

郊・郊外ショッピングモール普及の影響を受けている。  

しかし、近郊・郊外ショッピングモールモールは、SCの中で比較的好調に見えるが、商圏を広くと

る近郊・郊外地域のSC数が増えたことで、近郊・郊外ショッピングモールモール間の競争が激化して

いる。「立地×商圏」という切り口で見る限り、どこにポジショニングを取っても競合が存在する状

況で、今後のSC環境は厳しくなるだろう。 

×

SC

SC

図2- 26 

 

２－４  SCの問題点 

SCの問題点としては、第１章の小売の歴史や第２章で地域とSCの関係などから、以下のものがあげ

られる。 

まず、商圏がかぶることによって、商圏の確保が難しくなる。法規制により郊外出店が規制される。

SC数が増え、テナントが画一化され、各SCの差別化ができなくなる。さらに比較販売においてネット

が優位に立ち、SCの存在理由が危ぶまれている。 

図２－２７をみればわかるように、SCがテナントの画一化によって、差別できなくなっている現在、

各個性を出すために、新しいテナントの発見が大事になる。最初にH&MやIMAXシアターは、個性ある

テナントして注目されるが、わずか２年前後で、図２－２７をみてわかるように、複数のSCに入店す

るようになる。つまり、最初登場するときは、斬新だった新業態が、複数展開することによって斬新

さを失い、SCの差別化役割を果たせなくなっている。 



SCの利益構造をみると 新しいテナントの必要性は、明らかに出ている。SCは、土地取得型で20年

前後、借地型で、10年前後で初期投資を回収するのを想定にしている。10年前後で大規模リニューア

ルを行うため、10年で投資額を回収し再投資する。SCはリニューアルしやすい施設づくりにし、10年、

20年へ生き長らえるものを目指す。SCのリニューアルを行うディベロッパーの収益構造に大きな割合

を占めるのが、テナントに対する賃貸収入である。強いテナント先取り・編集“力”がSCの持続性へ

とつながるため、魅力あるテナントが求められているのが現状だ。実際に、三井不動産のららぽーと

TOKYO- BAYテナント売上高合計推移の図２－２９をみても、図の赤い部分が、増床やキーテナントの

変更した時期であり、その 増床やキーテナントの変更 とともに売上高を伸ばしてきた。  

また、 顧客インタービューからも、 新テナントの必要性が浮かび上がった。インタービューで、

実際に、ショッピングセンターに行ってお買い物をしているが、好きなSCがなく、SCが好きな人に対

して、好きな理由を聞いても、『近いから行く』 or 『好きなテナントがある』 など、あまりSC自

体の魅力は、意識されてない結果がでた 。顧客はショッピングセンター自体の魅力よりは、テナン

ト重視し、テナントによってSCを選んでいる傾向がある。 

インタービューと消費者アンケート結果からも、SCの持続のためには、テナントの役割が大事で、

強いテナント先取りと編集“力”が不可欠であることが明らかになった。これを踏まえて、魅力的な

個別業態の生まれ方と SCの次に来る集積業態の姿を考えたい。  
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第３章 仮説＆提案 

第３章では、第２章までの分析で明確になった問題点に対して、今後、小売におけるSCを考えるう

えで、個別業態と集積業態の戦略について述べていく。 

①個別業態 

まず、SCの差別化のために魅力あるテナントが必要とされるなかで、小売個別業態の従来店と新業

態の特性と現状を把握したうえで、今後の小売個別業態の展開について提案する。 

個別小売は、図３－１のように、最初は新規店ができあがり、それが何個かの店舗を展開すること

で、小規模のチェーンになり、店舗数が増え続けることで、大規模チェーンになる。それぞれのフェ



イズにおいて各店がブランドを認知してもらい、その理解を得ることで店舗としての持続性をもつ。

そのため、テナントが生き残っていくためにはブランドを確立することが必要だと考えられる。そこ

で、個別小売のブランドを支える要素を分析し、ブランドが個別小売において与える価値をみていき

たい。 

図３－１ 

ブランドを支える要素は、図３－２であらわしたように、商品力、親ブランド、体験価値がある。

体験価値は二つに分かれているが、それについては、後で詳しく説明する。まずは、商品力、親ブラ

ンド、体験価値の３要素についてみていく。 

商品力とは、商品の質、価格、サービスなどで、他の競合に勝る優位性によってブランドを形成す

ることを意味し、従来店のなかでは低価格で、良い品質と商品力で優位性をもつUNICLOが該当する。

新業態では、シャツに特化したメーカーズシャツ鎌倉があてはまる。親ブランドとは、商品力を持っ

た親会社のブランドをもとに新業態としてブランドを形成することをさし、従来店ではGMSを展開し

ていたイオンが同じブランドで、SCセンターを展開しているイオンSCが該当する。新業態のなかでは、

代官山蔦屋書店があてはまる。体験価値とは、商品を買うということ以上に店に訪れるということに

バリューをもち、ブランドを形成 することを表し、従来店では来店することで、その店の雰囲気を

味わい、ブランドの世界観を感じさせるルイ・ヴィトン があてはまり、新業態では、代官山蔦屋書

店、VillegeVangard 、ドン・キホーテが該当する。 



図３－２ 

それでは、商品力の要素を持っている新業態を代表するメーカーズシャツ鎌倉を詳しく分析し、商

品力によるブランド形成の方法を考える。 

メーカーズシャツ鎌倉は93年鎌倉市内コンビニエンスストアの二階に一号店としてはじめたシャツ

の専門店だ。売上高は、2011年5月期の売上高26億円で、2012年5月期の売上高は30億円超え、6期連

続増収増益の見通しだ。メーカーズシャツ鎌倉はSPAモデル（協力工場に縫製を委託）を用いている。

そのため売れ残りリスクがあるが、販売価格をおさえることが可能になった。素材は綿100％、80番

手双糸（そうし）以上や縫製は、縫い目が美しい巻き伏せ本縫いなど高い品質を持っているにも関わ

らず、百貨店なら１万円以上する品質のシャツを５０００円で提供し、人気を集めている。 

メーカーズシャツ鎌倉の独自性はまず、取扱商品をワイシャツにしぼることで、ブランドの連想イ

メージ（メーカーズシャツ鎌倉 ＝シャツ）を確立させたことと、低価格、高品質の商品を提供して

いることだ。また、大手チェーンはシーズンごとに新商品を大量生産するが、鎌倉シャツでは新商品

をシーズン関わらず一、二枚の生産し、消費者にカスタマイズのようなメリットを与えることなどが

ある。 

メーカーズシャツ鎌倉の立地と商圏図とブランドと市場認知の図３－３を分析する。まず左の図を

みると、既存のシャツ小売が紫色円で、メーカーズシャツ鎌倉がピンク円を表す。メーカーズシャツ

鎌倉は既存のシャツ小売より、都心部の繁華街（新宿、横浜など）を中心に展開し、商圏は、比較的

広い。右の図をみると、メーカーズシャツ鎌倉は最初鎌倉の一店舗からスタートしたため、ブランド

浸透は低かったが、独自のサービスを体験した人々の口コミでブランドが広まったケースだ。ブラン

ド浸透に貢献した理由としては、上で述べてきた既存シャツ小売との違ったイノベーションにより生

まれたと考えられる。 

メーカーズシャツ鎌倉は、SPAモデルを通して、既存小売シャツ会社が、シーズンことに新商品を

売り出した固定観念から離れて、数量を限定し、たくさんのモデルつくることにより、希少性を与え

るだけではなく、安く提供することで、優れた商品力で消費者にメーカーズシャツ鎌倉 という会社

のブランドを浸透させた。 



図３－３ 

次は、親ブランドの要素を持っている新業態である代官山蔦屋書店を分析する。代官山蔦屋書店は、

親ブランド要素に加えて、体験価値要素ももっている新業態でもある。 

代官山蔦屋書店は、代官山T- SITE というSCのなかのキーテナントとして入店している。 代官山蔦

屋書店は、既存の書店とは違う独自性は持っている。書店構成としては、都内最大級の「マガジンス

トリート」、和書・洋書・ビンテージブックから選書したものを揃える、旅行」コーナーでのサービ

ス（旅のご提案、組み立て、各種手配）、DVDになってない名作を店頭でDVD化、コーヒーを飲みなが

らCD試聴などができる。また、旅行、雑誌、映画など各セクションに、コンシェルジュがあり、コン

シェルジュが直接仕入れ、店を構成している。また、お客の質問に答えるか、コンシェルジュから客

に提案することで、お客とのコミュニケーションを重視した店作りになっている。テーマによって、

マニアックな品揃えをし、都市の大人の遊び場的な存在として作られた。 

図３－４を用いて代官山蔦屋書店を分析する。左の図からみると、既存の蔦屋書店が、郊外から都

心まで幅広く位置していて、都心より郊外の方が広い商圏をもっていた。しかし、代官山蔦屋書店は、

都心に位置するが、テーマに沿ったマニアックな品揃えにより、遠方からの来店も多く、商圏は既存

の蔦屋書店よりはるかに広い。右の図をみると、最初は、人々にとって、蔦屋書店という誰もが知っ

ているブランドによって初期集客を可能にする。しかし来店し体験することで、蔦屋書店、TSUTAYA

の中の一店舗から、「代官山蔦屋書店」としてのブランド認知を得る。行く前には画一的な蔦屋書店

のイメージをもつが、体験することによって、代官山蔦屋書店だけの独自性を持つようになるので、

図の丸い円が左から右へと移動している。ブランドはもともと確立されていた蔦屋書店のブランドを

使用することで、最初から高いブランド力をもつ。 

代官山蔦屋書店は、蔦屋という広く多数の人々に確立された親ブランドを使うことで、消費者に親

しみを与える。代官山蔦屋書店は、親ブランドとはまったく違う新業態で、テーマとコンシェルジュ

による店舗構成で、既存の蔦屋書店とは、取り扱う商品も店舗作りも異なるが、親ブランドを使うこ

とで、消費者に新業態に対する拒否感をなくし、参入障壁をなくしている。一回体験してもらい、違

いを理解してもらい、新業態であることを消費者に認識させる。 
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図３－４ 

次は、体験価値の新業態をみるが、その前に、上にも述べたように、体験価値は、二つに分けられ

て、その分け方を表したのが、図３－５である。体験価値をブランド要素とする場合、他店舗展開す

る際統一型と多様型で、 二つのパターンに分類できる 。まず、統一型は、商品力を持っているのが

前提条件になる。展開する店舗が全て同じ商品を販売し、統一したブランドの世界観を顧客に与え、

どこの店に行っても同じブランド価値を感じさせるのが体験価値統一型であり、その代表例が、ル

イ・ヴィトンだ。ルイ・ヴィトンだけではなく、ブランド品会社が体験価値統一型に当てはまる。 

その一方で、多様型は、統一型とは違って、同じブランドで展開されている店舗であっても、店舗

によって、取扱商品や、店の雰囲気が違う。もちろん同じブランドなので、ポップや、大きなスタン

スは統一されているが、店舗が位置する地域や来店する顧客の特性によって、構成する商品が変わっ

てくるのが大きな特徴だ。最近、ネットとの競争が激しくなっているなかで、実店舗を展開し、ネッ

トとの差別化をはかるために、多様型は、有効な手段だと思われる。多様型に分類される新業態（既

存店を含む）のなかで、代表例な存在であるヴィレッジヴァンガードコーポレーションをみていきた

い。 
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図３－５ 

ヴィレッジヴァンガードコーポレーションは、書籍以外にも雑貨を販売する複合型書店として、書

籍は売上の3割に満たない「遊べる本屋」をコンセプトにしている。2011年度の売上高は398億で、図

３－５からもわかるように売上高が順調に伸びている。店舗数は２００３年から増加し続けて２０１

１年には４０８店舗で、そのなかでSC内などインショップ形態の店舗が９０％を占めている。 

インタービューから明らかになったヴィレッジヴァンガードコーポレーションの特徴は、書店版セ

レクトショップで、POSなし・値引きなしの方針で運営されている。立地によって客層が異なるため、

各店の店長によって商品を仕入れ、陳列も各店長によって行われ、各店舗独自の方法で陳列すること

で、店ごとに違う魅力を出している。 

図３－６をみると、まず、ヴィレッジヴァンガードコーポレーションの立地は、都市のSCに多く入

っていて、新宿、横浜など繁華街には、複数店舗が存在し、SCのターゲットや周辺の環境によって店

を構成しているため、商圏は既存の書店に比べ比較的小さい。右の図をみるとヴィレッジヴァンガー

ドコーポレーションは新しい業態であるため、認知度が低いが、「遊べる本屋」として他の書店と差

別化したコンセプトにより消費者を呼び込み、コンテンツで消費者にブランドを理解してもらう。ま

た、各都道府県に出店することによって消費者のブランド認知を図ることによって、ブランド認知を

高くしている。既存の書店と差別化した店作りと店舗ごとに違う店舗構成などの運営により、独自性

がお客に認識されている。 

地域特性による商品構成により、同じヴィレッジヴァンガードコーポレーションの店舗であっても、

店舗ごとに、違う味わいがあり、商品力で勝負するだけではなく、店の魅力で勝負する。 
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図３－６ 

これまでみてきた個別業態の３要素と、新業態の事業展開戦略を分析し、魅力ある新業態がネット

に負けないでための方法が見えてきた。そこで、現在１店舗しかない代官山蔦屋書店のような新業態

を蔦屋書店が展開していくにはどのように出店していけばよいかについて、３要素を用いて展開方法

を提案する。 

まず、商品力の要素をみると、代官山蔦屋書店は選書中心であり、固定の商品に強みをもっている

わけではない。親ブランドとの関係では、代官山蔦屋書店という名に見られるようにブランド力を活

かしている。体験価値においては、その店舗に行くことで、アマゾンなどで本を購入するのとは異な



る体験を得ることができる。また、特定の商品力をもつわけではなく、陳列方法や店の雰囲気作りな

どを工夫している。親ブランドと体験価値の要素を満たしている代官山蔦屋書店は、代官山の土地柄

をよく考えた店舗作りになっているため、代官山蔦屋書が今後多店舗展開するさいに、独自性を失わ

ないためには、体験価値において統一型ではなく、多様型としてその土地にあった出店をする形が適

しているのではないかと考える。たとえば、下北沢蔦屋書店は、土地柄を生かしてサブカルチャー傾

向の品揃えと店構成で、丸の内蔦屋書店は、OLをターゲットにしたオフィス傾向の品揃えと店舗構成

をするのが、今後新業態として勢力を広げるためには、有効的だと思う。 

②集積業態 

集積業態の最終形態とされるSCの売上高が横ばいであり、伸び悩むなか、新たな集積業態は、どう

いうものが考えられるのか提案したい。 

第１章で、 集積業態の変遷と小売に与えた価値について詳しくみてきたが、リマインドしてみる

と、まず、市場が集積業態として登場、その後、店の固定化により、訪問すれば同じ店があるという

価値を消費者に提供した商店街が登場する。それ以降、百貨店が出入り自由、陳列販売、定価販売の

イノベーションを起こし、買い物だけではなく、遊び場としての役割を果たす。百貨店にはない、効

率化、日常品集積、セルフ方式による安さを提供したGMSが登場し、その後、２４時間営業・近い・

おにぎりなどの食品・便利さを売りにしたコンビニが誕生する。さらに、百貨店に比べ、プチ贅沢と

プチ幸せの価値を提供し、手ごろな非日常を味わえるSCが登場する。最近は、家で時間に制約される

ことなく、全国さらに世界の価格比較が可能で、いつでも購入できるという便利さを提供するネット

が登場して、既存の集積業態に大きな脅威になっている。 

図３－７は、集積業態を日常か非日常かという軸と、安さや便利さの提供価値軸に分析したものだ。

商店街、GMS,コンビニは、日常商品を扱っている点において日常に属するが、GMSは、商店街に比べ、

効率化により安く日常商品を提供している。コンビニは、定価販売をしているが、２４時間営業と、

生活に密着している商圏によって、便利さを提供している。百貨店は非日常という価値提供している。

GMSのような日常商品をデパ地下で販売しているが、高級で、サービス、ブランドなどの価値を提供

し、日常商品を非日常に変えて、バリューを高めた。さまざまな小売が一つの建物に入っているSCも、

本、食品、服など商品を取り扱っているが、物品以外に、映画、コンサートなどの文化施設もあるこ

とで、非日常の空間を作りだし、消費者にアピールしている。しかし最近は、地域に密着したSCが登

場し、地域特性に合わせてSCを構成するごとで、非日常とされたSCを日常空間にし、来店頻度アップ

を図っている。 

日常とされていた集積業態が非日常の要素を取り入れ新業態が登場するか、または非日常とされて

いた集積業態が日常要素を取り入れて成長をはかっている。そのクロースオーバーで新業態が生まれ

る。 
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集積業態の最新形態とされるSCは、商圏・立地の切り口で出店されてきた各種SCは飽和状況で、三

井不動産のインタービューから、飽和状況から乗り越えるために、ららぽーとは、街に合わせたSCを

展開している。ららぽーと以外にも、SC業界は街に合わせたSCに変化する必要がある。集積業態の新

業態を考えた時、一つの業態で大規模展開することは難しくなってきている。そこで言えるのは、土

地ごとにその土地にあった集積業態が必要で、集積業態も個別小売業態と同じ傾向にある。街に合わ

せたSCを作り、土地に合わせた集積業態を生み出すにはこれまで以上にテナントの選抜が重要になる。

また、テナントが集積されることの意味を改めて見直す必要がある。さらに、既存SCはテナント同士

のつながりがほぼなく、各テナントが戦略を立てていたが、テナント同士のつながりをより強め、よ

りシナジーが起こりやすい集積業態にしなければならない。 

そこで私が考えた新業態の一つが、新鮮食料品とジムを合わせた新業態だ。具体的にどういうもの

かというと、会員制で運営し、ジムに行き、運動とアドバイスをもらい、アドバイスを参考にし、食

品を選び購入するプロセスだ。購買データを管理し、次回には、自動的に提案できるようにする。業

態として持続していくために個別小売業態でも述べたブランド要素を明らかにする必要があり、個別

業態で分析ツールとして使った商品力、親ブランド、体験価値の３要素で、私が考えた新業態を整理

してみた。まず、商品力は、いままでの食料品売場とことなり、ジムがアドバイザーとしての役割を

もつため、生活バランスの管理をしてもらえる。親ブランドは特にない。体験価値（多様型）は、立

地に合わせた品揃えとジムそのものを利用しない日も、ジムでアドバイスをもらうことができるよう

にする。立地としては、渋谷、品川の周辺住宅都市の恵比寿がオフィスと住宅地両方あるので、適し

ていると思う。 

なぜ、新鮮食料品とジムを合わせたかいうと、図３－７をみると、日常とされたものが、非日常に

なると、新業態として成長する。その逆の場合でも新業態として斬新さがあり、成長する。そこで新

業態として日常とされる新鮮食料品販売と、非日常とされるジムを合わせてみた。新鮮食料品がジム

と合体することで、付加価値が生まれ、非日常の場所になる。逆にジムは、新鮮食料品と合体するこ

とで、非日常が、日常空間になる。SCが非日常空間から、日常空間への変化を図っているなかで、次

世代の新業態としては、日常とされる業態と非日常とされる業態の合体により、消費者に新たな価値



を与えることが必要ではないかと思う。 
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